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１．はじめに 

近年，コンクリート構造物について，経年劣化等に起因する様々な問題が発生している．鉄道トンネ

ルにおいては覆工コンクリートの崩落，剥落や側壁岩盤等の崩落事故等，列車運行の安全を損なう事象も

発生している．このような状況を受け当社在来線では「トンネル保守管理マニュアル」を制定し，これに

よりトンネル保守管理を適正に実施している．この際，変状対策工の選定にあたっては，従来は個々に状

況を検討して決定しており，選定にあたっての統一見解を策定していなかった．このため，今回トンネル

変状対策の工法選定方法を統一化し，フローチャートとして整理したので報告する． 
 
２．当社在来線トンネルの概要 

当社在来線の名古屋地区管内には全 316 トンネルある．一般に鉄道トンネルの覆工材料は，レンガ，

石材，コンクリートであり，さらにコンクリートはコンクリートブロックと場所打ちコンクリートに分け

られる．当管内トンネルは，素掘りのものもあり，これを含めた覆工材料の組み合わせとしては 17 種類

に分類できる．また，建設年代では昭和初期までに建設されたトンネルが 222 トンネルと半数以上を占め，

残りの 94 トンネルについては，戦時中の物資輸送のために建設されたもの，複線化・線路変更に伴い改

築したものなどである． 
このように，当管内トンネルについては，建設時期・覆工材料などについて多岐に亘っている． 

 
３．トンネル検査 

 平成 11 年度からの一連のトンネル剥落事故に伴い，平成 12
年～13 年度にかけて管内在来線の全 316 トンネルについて，従

来の外力，劣化，漏水等による機能障害に対する判定区分（A・

B・C・S）に，覆工の剥落に対する判定区分α（要対策）・β（要

注意）・γ（問題なし）を加え，高所作業車を使用して至近距離

による初回全般検査を行った．その後，平成 14 年度からは 2 年

以内に通常全般検査を実施している．（写真-1） 
更に，平成 15 年以降は，吹付モルタルの補修材についても打

音検査で行なう剥落に対する健全度判定を加えた検査を実施し

ている． 
これまでの検査において，αランクとして判定された箇所の特

徴は以下のとおりである． 
・ αランク発生箇所のトンネルは，昭和初期までに建設されたものが大部分であり，経年による覆工表

面の材質劣化が進んでいる．また，その補修は吹付モルタルで行われている． 
・ 過去に吹き付けモルタルで補修した箇所でαランクになった箇所がある． 
・ αランク発生部位はアーチ部，スプリングラインに集中している． 
これまでの検査の実績により，トンネル検査にあたっての着眼点としては，上記のように経年，位置

に加え，特に補修箇所が重要であることが判明した． 
 
４．対策工法 

対策工法の選定にあたっては，トンネル保守管理マニュアルにおいて以下の点を考慮し，適切なもの

を選定することとしている． 

・ 剥落規模と対策対象範囲の状況 
・ 対策工の適用性，施工性，耐久性，経済性，効果 
・ 覆工検査の容易さ 
・ 過去の同様な条件下での適切な施工事例 
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　　　 対 策 を しな け れ ば な らな い た め この よ うな ル ー トとした 。

　　　　必 要 に よ り覆 工 表 面 の 補 修 を行 うこ と。

※ ９） 地 圧 対 策 が 必 要 で な い 場 合 も あ る 。

※ ４)　ＰＧ板 の 選 定 は H2.4施 設 課 指 導 の 地 域 別 工 法 選 定 に よ る もの
　　　　と し，側 壁 部 ま で 張 る こととす る 。
※ ５)　局 所 的 な 漏 水 に 適 用 す る 方 法 で 新 幹 線 鉄 事 で 採 用 して い る 。
※ ６)　漏 水 範 囲 が 広 範 囲 に わ た る 場 合 に 採 用 す る 。ｱｽﾌｧﾙﾄｸﾞﾗｳﾄ注 入 は 施 工 制 約 条 件

　　　施 工 条 件 を 十 分 に 考 慮 す る こと。

　　　(単 線 ，ｺﾝｸﾘｰﾄ造 ，ｱｰﾁ部 )が あ り施 工 に 当 た り土 技 セ に 確 認 され た い 。

※ 　　従 来 の 漏 水 樋 は 使 用 しな い 事 とす る 。

※ ２)　施 工 は ＳＬ部 ま で 張 り平 鋼 等 で 側 壁 部 ま で バ ン ド状 に 固 定 す る 。

※ ７)　叩 き 落 しの 状 況 に よ っ て は 断 面 修 復 が 必 要 で あ る 。

※ 1)　対 策 ＹＥＳは 滴 水 以 上 、Ｎ Ｏは に じみ 程 度 とす る 。な お 、対 策 ＮＯで 剥 落 判 定 が α に な る と

　　　　又 、対 策 工 前 処 理 で 止 水 等 の 措 置 が 必 要 に な る 場 合 が あ る の で 注 意 す る こと 。

※ ３)　漏 水 は 背 面 へ の ｸﾞﾗｳﾄ注 入 とし側 壁 部 で 水 抜 き を 設 け 、表 面 劣 化 は 樹 脂 ネ ットとす る。

　　　　な お ，裏 込 注 入 (ｱｸｱｸﾞﾗｳﾄ，発 泡 ｳﾚﾀﾝ，気 泡 ﾓﾙﾀﾙ等 ）は この 限 りで な い 。

※ ８） 局 所 的 な 範 囲 に 採 用 す る が 、変 状 状 態 、原 因 を 正 確 に 把 握 し、線 路 条 件 や

保 守 区 に て 監 視
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表-1 

※１ 対策ＹＥＳは滴水以上，ＮＯはにじみ程度とする．なお，対策ＮＯで剥落判定がαになると対策をしなければならないため 

このようなルートとした．又，対策工前処理で止水等の措置が必要になる場合があるので注意すること． 

※２ 施工はＳＬ部まで張り平鋼等で側壁部までバンド状に固定する．必要により覆工表面の補修を行うこと． 

※３ 漏水は背面へのｸﾞﾗｳﾄ注入とし側壁部で水抜きを設け，表面劣化は樹脂ネットとする． 

※４ ＰＧ板の選定は地域別工法選定によるものとし，側壁部まで張ることとする． 

※５ 局所的な漏水に適用する 

※６ 漏水範囲が広範囲にわたる場合に採用する． 

※７ 叩き落しの状況によっては断面修復が必要である． 

※８ 局所的な範囲に採用するが，変状状態，原因を正確に把握し，線路条件や施工条件を十分に考慮すること．  

 

 しかし，従来の工法選定においては，上記の点に対する具体的な指標が無いこと，さらに変状の種類，

漏水・凍結の有無，建築限界との余裕などの現場の状況などについて加味されていないことから，実際に

対策工法を選定する際に人それぞれの経験や考えに判断をまかせる必要があるという問題点があった． 
このため，今回これらの問題点を解決するため対策選定のフローチャートを作成した．このフローチャ

ートでは，工法選定にあたって必要な各条件を満足する工法を，使用可能性のある 9 種類の対策工法から

選択できるようにした．（表-1） 

 対策の実施にあたっては，基本的にトンネルは安定した構造物であることを念頭に置くが，変状に対する

本来の原因をよく調査し，アーチ効果を利用することにより，段階的な対策を実施し，監視，検査を継続し

つつ，必要により次の対策を講じていくことが重要と考える． 
 
５．まとめ 

トンネルの保守管理にあたっては，確実な検査とこれを基にした対策工施工までの一連の流れを確立す

ることが肝要である． 
これまで，トンネル検査にあたっては，トンネル補修材にまでその検査範囲を拡大し，剥離・剥落に対

する検査方法を確立し，実施してきた． 
また今回，対策工の選定にあたって，フローチャートという手法を用いて各トンネルの変状，各現場の

現状に沿った対策工の選定方法を確立した． 
今後，引き続き確実な検査を実施し，今回のフローを活用することにより最も有効な対策工を選定・施

工することで確実なトンネルの保守管理を実施するとともに，新しい工法にも積極的に着目し，新たに対

策工法選定フローへ組み入れることで，さらに確実かつ効率的なトンネル保守管理を実施していきたい． 
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